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加齢受容と充実健康感を支える社会関係性の因果構造 

 

○高城 智圭   貴志 義孝   星 旦二 

（首都大学東京大学院 都市環境科学研究科） 

 

【研究の背景】 
 近年、高齢者の健康度に影響を与える要因を

明らかにする研究が報告されるようになり、高

齢者の健康には、収入や学歴などの社会経済的

要因や社会的ネットワークが影響することが

明らかになっている。しかし、壮年期を対象と

した先行研究は、勤務している人を対象に職務

ストレスとの関連については報告されている

が、地域住民の一人としての社会的ネットワー

クとの関連についてはほとんど報告されてい

ない。壮年期は、社会、家族内において中心的

な役割を担う時期であるとともに、心身におい

て徐々に加齢を自覚する時期でもある。この時

期の自分自身の変化を前向きに受け入れるこ

とは、充実した高齢期を過ごすことにつながる

と予想され、壮年期における加齢の受容や社会

関係性が健康とどのように関連しているのか

を明らかにすることは、充実した高齢期への支

援を検討する一助になると考えられる。 
【研究の目的】 
社会関係性と加齢の受容、充実感、主観的健

康感の因果構造を明らかにすることを目的と

する。 
【研究方法】 
 調査対象は首都圏 A区在住、2003年時点で
40歳から 65歳以下 61,000人のうち無作為抽
出した 10,000人である。調査方法は郵送自記
式質問紙調査である。調査時期は第 1 回調査
2003年11月、第2回調査2008年9月である。
第 1回調査を実施し、回収した 4,443人(回収
率 44.3%)を対象に 5年後に第 2回調査を実施
した。追跡できた 2,917人を分析対象とした。
調査項目は、対象者の属性、主観的健康感、充

実感、疾病予防可能認識、加齢の受容 2項目、
近所付き合い、親しい友人数などである。分析

方法は、クロス集計により加齢受容と他の要因

との関連を確認し、有意な差があった項目につ

いて因果構造を明らかにするために共分散構

造分析を行った（ p<0.05）。分析には、
SPSSver.11.0、Amos5.0を用いた。 
【研究結果】 
性別、年齢別の分析対象者数は、表 1のとお
りである。 
表1　性別、年齢階級別の分析対象者数

　40-49歳 　50-59歳 　60-64歳 　　合計

男性 人数 328 568 338 1,234

% 26.6 46.0 27.4 100.0

女性 人数 448 745 490 1,683

% 26.6 44.3 29.1 100.0

合計 人数 776 1313 828 2,917

% 26.6 45.0 28.4 100.0

 
クロス集計の結果、2008 年加齢受容と有意
な関連があった項目は、2008年主観的健康感、
2008 年充実感、2008 年疾病予防可能認識、
2003年社会的関係性 2項目、2008年仕事の有
無であった。これらの項目を用いて、探索的因

子分析を行った結果は表 2の通りである。 

表2　探索的因子分析結果

1 2 3

近所とのつきあい2003 0 .626 -0.087 -0.013

親しく相談できる友人2003 0 .616 0.073 -0.016

主観的健康感2008 -0.079 0 .618 -0.082

充実感2008 0.093 0 .391 0.177

疾病予防可能認識2008 0.025 0 .302 0.039

年をとることはいいこと2008 -0.079 -0.023 0 .607

年をとるにつれて役割重要2008 0.139 -0.004 0 .296

累積% 19.24 25.38 27.92

cronbachのα 係数 0.521 0.435 0.324

因子抽出法: 最尤法 
 回転法: Kaiser の正規化を伴うﾌﾟﾛﾏｯｸｽ法

因子
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探索的因子分析の結果を参考に、“2008年加
齢受容”（以下、“”は潜在変数を示す）、“2008
年充実健康感”、 “2003年社会的関係”の 3潜
在変数を設定し、共分散構造分析を行った。そ

の結果、“2003年社会関係”が基盤となり、
“2008年加齢受容”を経由し、“2008年充実健
康感”を内生潜在変数としたモデルが得られた。
このモデルを男女別に同時分析を行った結果、

“2003年社会関係”から“2008年加齢受容”への
標準化直接効果は、男性 0.50、女性 0.42であ
り、男性が女性よりも有意に高かった。“2003
年社会関係”から“2008年充実健康感”への標準
化直接効果は、男性 0.27、女性 0.13、“2003
年社会関係”から“2008年加齢受容”を経由した
“2008年充実健康感”への標準化間接効果は、
男性 0.29、女性 0.32であった(図 1)。 

本モデルの適合度は、RMSEA=0.026、
CFI=0.966、NFI=0.951と高い数値が得られ
た。また、本モデルは男性 57%、女性 68%と
高い説明力をもつモデルであった。 
【考察】 

 得られたモデルから、社会関係は 5年後の充
実健康感に対して直接的だけでなく、加齢を受

容することを経て間接的に充実健康感を高め

る方向に影響している可能性が示唆された。社

会関係が充実健康感と関連していることは、高

齢期を対象とした先行研究と同様の結果が得

られたが、壮年期では、間接的に加齢の受容を

経ている可能性が示唆された。このことから、

壮年期においては前向きな加齢受容ができる

ような視点を取り入れた支援の有効性が示唆

された。 
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図 1 加齢受容と充実健康感の因果構造モデル(左；男性、右；女性) 



52 5�

地域保健①



52 5�

第 52 回日本社会医学会総会

1)



5� 55

6

21 9 22 2

6

30 50

19

1

地域保健①



5� 55

第 52 回日本社会医学会総会

6



5� 5�

訪問看護ステーション設置主体別の業務委託に関する意向調査 
 
○波川京子・岡田尚美・和泉比佐子・松原三智子・上田 泉（札幌医科大学） 

 
【目的】訪問看護ステーションの経営安定

的に継続するために業務の効率化や、業務

委託が検討されている。業務委託において

設置主体による差があることが予測される。

そこで、設置主体による業務委託の意向の

相違を明らかにすることを目的とする。 
【方法】社団法人全国訪問看護事業協会登

録の2,688か所(2008年11月末現在)の訪問

看護ステーション管理者を対象に、無記名

自己記入式の郵送調査を 2009年 10～12月

に実施した。訪問看護に付随する 26 業務に

ついて「委託したい」、「委託したくない・

委託できない」の意向を調査した。設置主

体別を医療法人と医療法人以外（社会福祉

法人、医師会、株式会社、看護協会・社団

法人、市町村、有限会社）に分類し、設置

主体による業務委託の意向についてカイ 2
乗検定を行った。回収数 539 部(回収率

20.1%)の内、有効回答 443 部を分析対象と

した。 
本調査は札幌医科大学倫理委員会の承認

を受けた。 
【結果】訪問看護ステーションの設置主体

は医療法人 36.3%、医療法人以外 63.7%（社

会福祉法人 9.7%、医師会 9.3%、株式会社

7.0%、看護協会 5.2%、社団法人 5.2%、市町

村 4.7%、有限会社 4.5%、消費生活協同組合

2.7%、NPO法人 1.6%、社会福祉協議会 1.1%、

訪問看護振興財団 0.5%、その他 12.2%）で

あった。 
患者・家族に関する 9 業務のうち「委託

したい」が 50%以上であった業務は、医療

法人は「在宅関連用品取扱業者の患者・家

族へ対応」と「患者・家族への在宅医療機

器説明」、医療法人以外では「在宅関連用

品取扱業者の患者・家族対応」であった。 

 訪問看護に付随する 17 業務のうち「委託 
したい」が 50%以上であった業務は、両者 
とも「訪問看護紹介パンフレット作成」「訪 
問看護実施マニュアル作成」「退院時に導入 
が必要な社会資源の情報提供」「クレーム対 
応研修」「制度関係の研修」「訪問看護技術研 
修」「在宅用医療機器研修」「処方薬研修」 
「医療機器・福祉用具の説明会」の 9 業務 
であった（表）。 
医療法人と医療法人以外とで有意な差が

見られた業務は、「市町村役「市町村役場、

福祉事務所、保健所等との連絡」のみであ

った（ｐ<0.05）。 
【考察】 
訪問看護ステーションの業務委託の意向

は、設置主体によらず、訪問看護師が患者・

家族に関する業務委託は否定的な意向をも

っていると考えられる。しかし、訪問看護ス

テーションパンフレットやマニュアルの作

成および社会資源情報提供業務の委託、訪問

看護ステーションに共通する研修など訪問

看護に付随する業務においては委託を望ん

でいることが明らかとなった。また、訪問看

護ステーションの業務委託の意向は、設置主

体別による差はほとんどないことが示唆さ

れた。 

（本調査は厚生労働者平成 21年度老人保健 

事業推進費等補助金により実施した） 
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表 訪問看護ステーション設置主体別の業務委託意向 

訪
問
看
護
に
付
随
す
る
業
務 

訪問看護紹介パンフレット作
成 417 104 66.2 53 33.8 167 64.2 93 35.8 

訪問看護実施マニュアル作成 422 83 52.5 75 47.5 149 56.4 115 43.6 

希望者への訪問看護紹介・相
談 401 36 24.0 114 76.0 58 23.1 193 76.9 

退院時導入が必要な社会資源
の情報提供 401 80 54.1 68 45.9 135 53.4 118 46.6 

訪問看護指示書作成 382 37 26.4 103 73.6 58 24.0 184 76.0 

施設外訪問看護計画書･報告書
作成 416 15 9.7 139 90.3 17 6.5 245 93.5 

OT.PT.ST 等の派遣調整 376 46 34.1 89 65.9 94 39.0 147 61.0 

他施設との入退所連絡調整 391 56 39.4 86 60.6 91 36.5 158 63.5 

退院時カンファレンスの 
日程調整 

397 47 31.8 101 68.2 73 29.3 176 70.7 

サービス担当者会議の 
日程調整 399 46 31.3 101 68.7 72 28.6 180 71.4 

クレーム対応研修 405 115 78.2 32 21.8 186 72.1 72 27.9 

制度関係の研修 411 119 79.3 31 20.7 189 72.4 72 27.6 

訪問看護技術研修 416 114 74.5 39 25.5 182 69.2 81 30.8 

在宅用医療機器研修 415 118 76.6 36 23.4 193 73.9 68 26.1 

処方薬研修 400 116 81.7 26 18.3 193 74.8 65 25.2 

医療機器・福祉用具の説明会 405 125 83.9 24 16.1 198 77.3 58 22.7 

市町村役場、福祉事務所・保
健所等への連絡 383 44 30.6 100 69.4 49 20.5 190 79.5 

 

業務内容 計 

医療法人 医療法人以外 

委託したい 委託したくない 
委託できない 委託したい 委託したくない 

委託できない 
ｎ ％ ｎ ％ ｎ ％ ｎ ％ 

患
者
・
家
族
に
関
す
る
業
務 

患者からの問い合わせの電話 407 21 13.7 132 86.3 22 8.7 232 91.3 

患者からのクレーム対応 407 19 12.4 134 87.6 19 7.5 235 92.5 

患者以外からのクレーム対応 404 32 20.9 121 79.1 53 21.1 198 78.9 

在宅関連用品取扱業者の患
者・家族対応 413 93 61.6 58 38.4 160 61.1 102 38.9 

訪問看護契約説明と同意書受
理 414 30 19.6 123 80.4 45 17.2 216 82.8 

患者への看護計画の説明 412 7 4.6 146 95.4 8 3.1 251 96.9 

患者への看護内容説明 411 10 6.5 144 93.5 7 2.7 240 97.3 

患者・家族への在宅医療機器
説明 410 75 50.3 74 49.7 121 46.4 140 53.6 

患者・家族への感染性廃棄物
取扱説明 405 59 39.3 91 60.7 95 37.3 160 62.7 
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2009
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2055 83.67
90.34 40.5%

2005 205 2035 445
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2001 2004
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2001 65
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13,182 ( 6,235 6,947 ) 2007
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3)

1 ROC
(0-1/2-3) 0-1

(lower- scoring cohort; 
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1) Wackerbarth SB, Johnson MM: The 
carrot and the stick, benefits and barriers 
in getting a diagnosis. Alzheimer Disease 
and Associated Disorders, 2002; 16(4): 
213-220. 
2) Yamamoto C, Hoshi T: Steadily 
decreasing proportion of overlooked 
dementia in community-dwelling 
Japanese elderly: six-year follow-up in 
an urban population. Bulletin of Social 
Medicine, 2011; 28(1):1-7. 
3) ,

7 10
T .Health Sciences, 

2008; 24(4):375-384. 
4) , A

5.9

. ,2010;57(6):18-24.



�� ��

高齢・障害①



�� ��

第 52 回日本社会医学会総会



�� ��

WHO

2001 9

16,462

13,195 80.2%

3 2004 9

8,558

2007 8

2004 9

2010

5

2004

2004 2007

0.40

2001

" "

" "

NFI=0.875

RMSEA=0.036

高齢・障害①



�� ��

第 52 回日本社会医学会総会

54%

44%



�0 ��

介護保険第１号被保険者による障害者福祉サービス上乗せ申請要因の分析 

―新宿区を事例として― 
 

加納 三代  

慶應義塾大学 グローバルセキュリティ研究所 客員助教（平成２２年度・調査時） 

東京医科歯科大学大学院 医歯学総合研究科 博士課程１年（現在） 

キーワード：介護保険サービス 障害福祉サービス  医療保険サービス ケアマネジメント 地域包括ケア 

 
 
1本研究の背景・問題整理 
平成 22年 2月、テレビのクイズ番組で人気を

博した S氏は、難病指定を受けている筋萎縮性側
索硬化症（ALS）で、自宅療養中であった。氏は
新宿区在住で 65 歳以上かつ障害者手帳を取得し
ている。即ち、第一号被保険者として介護保険サ

ービスを、難病患者として医療保険サービスを、

また障害者として障害者自立支援サービスを利

用申請する権利を有していた。氏は介護保険サー

ビスを給付上限近くまで利用していたが、在宅生

活を継続するにはサービス量が不足していると

して、障害者自立支援サービスを新宿区に申請し

た。しかし、新宿区は、６５歳以上の新規申請者

には応じない内容で 21年10月に改訂された事務
処理要領を根拠に、「申請は受け付けられない」

とした。このことは給付を一方的に制限するもの

であり、「法令違反の可能性がある（平成 19年 3
月 28日付け障企発第 0328002号「障害者自立支
援法に基づく自立支援給付と介護保険制度との

適用関係について」）」という厚労省の見解を引き、

平成 22年 2月 2日、TBSテレビは新宿区の対応
を批判し、マスコミ各紙も報道した。 
報道を受けて、新宿区は、区長名で平成 21 年

10 月の事務処理要領改訂が不適切で対応が誤っ
ていたことを認めた。22 年 3 月下旬には、障害
者手帳を取得しており、介護保険サービスを上限

近くまで利用している介護保険第一号被保険者

1862 人と、新宿区でサービスを提供している介
護事業所のケアマネージャーにあてて、障害福祉

課長名で、お詫びと障害者福祉サービス利用の案

内を郵送した。 
 

2.問題の所在 
本事例の背景には、要介護認定基準が、より厳

しくなる方向で見直され、軽度の要介護者に認定

される割合が増加していた平成２１年度の介護

保険制度の見直しがある。障害者手帳を取得して

いる介護保険第一号被保険者にとっては、利用制

限の厳しい介護保険サービスより、自己負担が少

なく利用上限が緩やかな障害者自立支援サービ

スを利用したいと考えるのは必然であった。 
問題の所在だが、第一に厚生労働省老健局によ

る介護保険制度の見直しと、同援護局による障企

発第 0328002 号との整合性が疑われる。第二に、
介護・医療・障害者自立支援サービスの給付にあ

たり、横断的なケアマネジメントが制度化されて

いない。即ち、訪問看護・訪問介護・訪問入浴等、

利用者から見ると重複するサービスがそれぞれ

の枠組みで提供されており、制度横断的な給付管

理が働いておらず、モラルハザードが懸念される。 
 

3本研究の目的と意義 
本研究が、事例研究の場として新宿区を選ぶの

は、介護保険第一号保険者とケアマネジャーに対

し、一斉に案内文を送付したからである。「障害

者自立支援サービスの上乗せ申請が可能である」

ということが周知された前提において、実際に申

請する者の傾向を明らかにすることが、本研究の

目的である。また本研究の意義は、医療保険サー

ビス・介護保険サービス・障害福祉サービスがそ

れぞれ独立して提供されている問題点を、実例か

ら見出すことにある。 
 

4 研究方法 
平成 22年 4月から 7 月の間に、新宿区障害者

福祉課に対して、介護保険第一号被保険者の障害

者福祉サービス上乗せ申請支援を行ったケアマ

ネジャーに聴き取り調査を行う。聴き取りによる

データを分析し、上乗せ申請を行う者の傾向を明

らかにする。 

 

5 倫理的配慮 
インタビューを実施する場合は、研究目的等を 

説明した書面を郵送し、本研究への調査協力に同

意した方のみに訪問インタビューを依頼した。ま

た、インタビューにあたって、いったん参加・協

力に同意した場合でも、いつでも不利益を受ける

ことなく同意を撤回できること、また個人や事業

所が特定されない配慮を徹底することを説明し、

厳守した。研究成果は、関連学会や学会誌にて公

表することの了解をとると同時に、公表の際にも
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介護保険第１号被保険者による障害者福祉サービス上乗せ申請要因の分析 

―新宿区を事例として― 
 

加納 三代  

慶應義塾大学 グローバルセキュリティ研究所 客員助教（平成２２年度・調査時） 

東京医科歯科大学大学院 医歯学総合研究科 博士課程１年（現在） 

キーワード：介護保険サービス 障害福祉サービス  医療保険サービス ケアマネジメント 地域包括ケア 

 
 
1本研究の背景・問題整理 
平成 22年 2月、テレビのクイズ番組で人気を

博した S氏は、難病指定を受けている筋萎縮性側
索硬化症（ALS）で、自宅療養中であった。氏は
新宿区在住で 65 歳以上かつ障害者手帳を取得し
ている。即ち、第一号被保険者として介護保険サ

ービスを、難病患者として医療保険サービスを、

また障害者として障害者自立支援サービスを利

用申請する権利を有していた。氏は介護保険サー

ビスを給付上限近くまで利用していたが、在宅生

活を継続するにはサービス量が不足していると

して、障害者自立支援サービスを新宿区に申請し

た。しかし、新宿区は、６５歳以上の新規申請者

には応じない内容で 21年10月に改訂された事務
処理要領を根拠に、「申請は受け付けられない」

とした。このことは給付を一方的に制限するもの

であり、「法令違反の可能性がある（平成 19年 3
月 28日付け障企発第 0328002号「障害者自立支
援法に基づく自立支援給付と介護保険制度との

適用関係について」）」という厚労省の見解を引き、

平成 22年 2月 2日、TBSテレビは新宿区の対応
を批判し、マスコミ各紙も報道した。 
報道を受けて、新宿区は、区長名で平成 21 年

10 月の事務処理要領改訂が不適切で対応が誤っ
ていたことを認めた。22 年 3 月下旬には、障害
者手帳を取得しており、介護保険サービスを上限

近くまで利用している介護保険第一号被保険者

1862 人と、新宿区でサービスを提供している介
護事業所のケアマネージャーにあてて、障害福祉

課長名で、お詫びと障害者福祉サービス利用の案

内を郵送した。 
 

2.問題の所在 
本事例の背景には、要介護認定基準が、より厳

しくなる方向で見直され、軽度の要介護者に認定

される割合が増加していた平成２１年度の介護

保険制度の見直しがある。障害者手帳を取得して

いる介護保険第一号被保険者にとっては、利用制

限の厳しい介護保険サービスより、自己負担が少

なく利用上限が緩やかな障害者自立支援サービ

スを利用したいと考えるのは必然であった。 
問題の所在だが、第一に厚生労働省老健局によ

る介護保険制度の見直しと、同援護局による障企

発第 0328002 号との整合性が疑われる。第二に、
介護・医療・障害者自立支援サービスの給付にあ

たり、横断的なケアマネジメントが制度化されて

いない。即ち、訪問看護・訪問介護・訪問入浴等、

利用者から見ると重複するサービスがそれぞれ

の枠組みで提供されており、制度横断的な給付管

理が働いておらず、モラルハザードが懸念される。 
 

3本研究の目的と意義 
本研究が、事例研究の場として新宿区を選ぶの

は、介護保険第一号保険者とケアマネジャーに対

し、一斉に案内文を送付したからである。「障害

者自立支援サービスの上乗せ申請が可能である」

ということが周知された前提において、実際に申

請する者の傾向を明らかにすることが、本研究の

目的である。また本研究の意義は、医療保険サー

ビス・介護保険サービス・障害福祉サービスがそ

れぞれ独立して提供されている問題点を、実例か

ら見出すことにある。 
 

4 研究方法 
平成 22年 4月から 7 月の間に、新宿区障害者

福祉課に対して、介護保険第一号被保険者の障害

者福祉サービス上乗せ申請支援を行ったケアマ

ネジャーに聴き取り調査を行う。聴き取りによる

データを分析し、上乗せ申請を行う者の傾向を明

らかにする。 

 

5 倫理的配慮 
インタビューを実施する場合は、研究目的等を 

説明した書面を郵送し、本研究への調査協力に同

意した方のみに訪問インタビューを依頼した。ま

た、インタビューにあたって、いったん参加・協

力に同意した場合でも、いつでも不利益を受ける

ことなく同意を撤回できること、また個人や事業

所が特定されない配慮を徹底することを説明し、

厳守した。研究成果は、関連学会や学会誌にて公

表することの了解をとると同時に、公表の際にも

個人情報保護への配慮及び職業上の守秘義務を

徹底することを説明し、厳守した。 

 

6 研究成果 
 本研究は、新宿区内で介護保険制度の居宅介護

支援サービスとしてケアプラン作成を行ってい

る 89事業所のうち、30事業所を無作為に抽出し
た。ここから電話で調査協力依頼を行ったものの、

多くは「上乗せ申請支援を行ったケースがない」

等の理由で拒否され、最終的に 10 事業所のケア
マネジャー16 名より協力を得られた。ケアマネ
ジャーの証言を基に、障害福祉サービス上乗せ事

例 24例について分析を行った。 
 
6.1 分析の軸と仮説 
分析の軸を、図１に示し、4 つの仮説モデルを

設定する。 

経
済
的
に
豊
か

生
活
保
護
世
帯

上乗せ申請を招いている課題

図１：分析の軸

要介護認定不適応型 フリーライダー型

ケアマネジメント
不備型

自信喪失型

ケアマネージャーが熱心

本人の権利意識が高い

 
 

6.2 結果 
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図２：分布
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 インタビューデータを、図１にあてはめて、分

布を確認したのが、図 2である。障害者自立支援

サービス上乗せ申請は、介護保険サービスの自己

負担を、上限いっぱい支払うことができる方が対

象となるため、経済的に豊かなケースが大半であ

った。また、自己負担を課せられない生活保護受

給者の申請も、顕著にみられた。 

 

7 考察・提言 
給付の伸びが著しいことから介護保険財政の

危機が叫ばれるようになり、平成 21年 4月に、
要介護認定の基準が厳しくなったほか、各自治体

でも給付を抑制する傾向が出てきた。その抜け道

として障害者自立支援サービスが利用された観

が強い結果となった。 
 本事例は、介護保険サービスと障害者自立支援

サービス一元化が実現しなかったことから生じ

た齟齬とも言えるのではないだろうか。加齢に伴

い障害状態となった高齢者と、若年時から障害を

負った障害者とでは、区別されるべきだというの

が、一元化反対の一根拠とされていた。 
両サービス一元化が厳しいとあれば、医療・介

護・障害者自立支援サービスにまたがったケアマ

ネジメント体制整備が急がれる。 
 またモラルハザードに歯止めをかけるには、障

害者自立支援サービス利用者と、障害者自立支援

サービス上乗せ申請を行う介護保険第一号被保

険者の平均所得を明らかにするなどして、上乗せ

申請にあたっては、所得条件を課す必要も検討さ

れるべきであろう。 
 厚生労働省には、障企発第 0328002号と要介護
認定方法との整合性が疑われる点について、現状

を踏まえた見直しの必要性を提起したい。 
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QOL

QOL

ADHD

QOL

QOL

QOL

QOL

QOL

7

1. QOL (N=61)

P P P P
-.256 * .087 .113 -.346 **

( =0, =1) .083 .035 .032 -.248 *

-.210 † -.346 ** -.223 -.308 **

-.213 † -.326 ** -.190 -.124

R2  ( R2 ) .215 ( .157 ) .226 ( .169 ) .085 ( .017 ) .352 ( .303 )

*** P<0.001,  ** P<0.01,  * P<0.05,  † P<0.1.

_

(PF) (RP) (BP) (GH)

2. QOL (N=61)

P P P P P P P P

-.238 * -.088 -.063 .062 .036 .026 -.278 * -.144
( =0, =1) -.167 -.173 -.027 .073 -.069 -.005 -.081 -.056

-.386 ** -.343 ** -.365 ** -.209 -.317 * -.209 -.276 * -.165
ADHD -.256 * -.260 * -.023 -.009 -.303 * -.286 * -.116 -.081

.287 * .283 † .389 * .427 **

.418 ** .210 .080 .356 *

.195 -.082 .087 .224

.089 .098 -.199 -.130
-.172 -.463 ** -.162 -.212
.252 * .074 -.110 .213 †
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スギ花粉症の社会化 
--スギ花粉症の社会的側面と問題解決への方向性の考察-- 

寺西宏太郎 
 
【目的】スギ花粉症問題の解決を政策する

にあたり、環境への影響、医療的な啓発、

林野の有する経済効果など、政治学、医学、

環境学、経済学など多様な学問手法が必要

である。これらの連携・協力のありかたを

考察する。 
【行政対策】2007（平成 19 ）年、スギ花

粉症に対して発生源策の加速化を図るため、

新たな対策等について検討を行なう「花粉

発生源対策プロジェクトチーム」を林野庁

内に設置した。 
【行政対策の考察】このプロジェクトの前

提は、図表.1 で表す花粉症対策とし、原因

の究明、予防及び治療、花粉の発生源に関

する対策を総合的に推進する必要性から、

関係省庁が協力してそれぞれの分野の対策

強化を目的としている。しかし、現在のと

ころ際立った協力関係による対策の確認は

できない。 
 
図表.1 

【患者と被害者】公共環境での疾病問題対

策の手法のひとつが疫学である。戦後の公

害問題を事例とし、この中のイタイイタイ

病を概観すると、1955 年の医療従事者によ

る病気の発見から 1967（昭和 42）年の公

害対策基本法が制定までわずか 12 年で行

なわれている。このスムーズな流れには、

宮本憲一〔2006：137〕は「日本は一九六

〇-八〇年代初頭にかけて、世界でも珍しい

強力な公害反対の世論と運動がすすみ、そ

れを研究者、弁護士・医師などの専門家が

支えて、行政や司法の場で画期的な成果を

あげた」と述べるように、問題の解釈手法

が違う分野が解決という方向に動く協力・

連携（協働とも呼びうる）体制からである。

つまり、この＜協働体制＞にこそ 50 年弱に

あたるスギ花粉症問題解決の糸口となると

考えられる。この事象を簡潔に述べると〈患

者〉が〈被害者〉へと社会の認識が変化す

ることである。つまり、〈患者〉という医療

的な概念が〈被害者〉という社会的な概念

となる。この変化の過程には学問的な手法

を越える共通認識が必要である。 

【問題発生と解決】図表 3.では 2 つの大

枠として点線矢印で表した。意味すること
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は、上段では〈近代化にともなう生産の社

会化〉とし、宮本[1998：97-103]にて、＜

都市化＞、＜生産の社会化＞、＜生活の社

会化＞が複合して、公害などの集積の不利

益を生み出すことを述べている。これを総

じて、近代化にともなう生産の社会化とし

た。そして、上段での〈近代化にともなう

生産の社会化〉の副産物的要素として公害

問題が起こり、この公害の〈問題解決に向

けた社会化〉が下段で働く。ここで注意し

たいことは、この副産物的要素を＜構造的

緊張＞と類型し、舩橋晴俊[2001：4]は「構

造的緊張という言葉には、そこに生じてい

る打撃や損害が偶発的なものや、関係者の

ミスのようなもので発生するのではなく、

社会システムのレベルでの構造的要因に起

因する」としているように、これらを一連

の歴史的な流れとして捉えている。 
【結論】生活者の生活様式の変化に伴い、

その時代の消費・生活や行政のサービスは

多様化しているのである。そこには想定外

の問題が発生しうるのである。そして、こ

れら多様化ゆえの問題には、多様化された

問題解決の手法・意識が必要である。この

ように問題意識などが多様化し広がりをみ

せることは、1967（昭和 42）年に制定され

た「公害対策基本法」は、1993（平成 5）
年には「環境基本法」が制定されることで

廃止となり、より広義での立法処置を講じ

ることからも伺える。 
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The Related Factors of Emerging and Reemerging Infectious  
Diseases in East and Southeast Asia 

Suwen Yan 1, Tanji Hoshi1, Naoko Nakayama2

(1Urban System Science, Tokyo Metropolitan University; 2Keio University)

Introduction  

This study aims to explore the 

related factors of the ERIDs2 in East and 

Southeast Asia using factor analysis. We 

draw special attention on related factors 

of a group of notable ERIDs, and then get 

the information for reforming and 

modifying the underlying factors. The 

final goal is to off insights into how to 

delay the outbreak peak and diminish the 

health impacts of the ERIDs, in order to 

improve the public health worldwide in 

the future.  

Data and Method

 The database included yearly data of 

30 macro-level variables from 1990 to 

2009 in 14 countries which were 

collected mainly from the World Bank 

and WHO. We chose five infections that 

have attracted attention in recent years, 

including tuberculosis, malaria, measles 

HIV/AIDS, and avian influenza H5N1. 

From each disease’s incidence yearly data, 

we analyzed their trends for lateral and 

vertical comparison. In this paper, we 

applied factor analysis to understand how 

variables might be related and discover 

                                                 
2  In this paper, the “emerging and 
reemerging infectious diseases” are 
hereinafter referred as “the ERIDs”. 

the likely underlying factor via software 

SPSS 16.0 for Windows. Besides, the 

path analysis was applied to examine 

causal relationships between different 

variables by Amos 17.0 for Windows. 

Results

Factor analysis results indicated the 

three diseases: HIV/AIDS, tuberculosis 

(Table 1), malaria extracted three factors

“socio-economic development”, “health 

care”, and “demographic shift” as the 

latent factors. However, avian influenza 

H5N1 and measles only extracted two 

factors; these are “socio-economic 

development” and “demographic factor”, 

“health care” and “socio-economic 

development” respectively. Furthermore, 

the path analysis which got the high 

goodness of fit explained the relationship 

between each factors. Take tuberculosis 

as an example (Fig1), Model A revealed 

the minus direct relationship between 

“demographic shift”, “socio-economic 

development” and “health care” with the 

tuberculosis incidence; what is 

noteworthy is that “socio-economic 

development” has indirect effect on the 

tuberculosis via “demographic shift” and 

“health care”. Conversely, the 

tuberculosis can affect all three factors 
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directly, and affect “health care” and 

“demographic shift” indirectly via 

“socio-economic development” (Model 

B).

Conclusion

East and Southeast Asian known as 

an acknowledged epicenter for risk with 

the emerging and reemerging infectious 

diseases is likely to remain a hotspot for 

the ERIDs, including those diseases with 

pandemic potential. Based on the result, 

three correlated factors “demographic 

shift”, “socio-economic development” 

and “health care” are the driving factors 

of the ERIDs; in reverse, the ERIDs can 

influence three factors directly, especially 

the “socio-economic development”. 

There is an urgent need to develop 

efficient preventive strategies to slow 

down the growing trend and mitigate the 

effect of the ERIDs through these factors.  

Table 1 Rotated factor matrix of the related factors of tuberculosis incidence 

Factor 1 Factor 2 Factor 3
Improved water sources, total 0.85 0.40 0.10
Under-5 mortality rate -0.83 -0.70 -0.20
Literacy Rate,adult total 0.81 0.50 -0.08
Improved sanitation facilities,total 0.81 0.47 0.09
Immunization, BCG 0.71 0.29 0.00
GDP per capita 0.43 0.95 0.10
GNI per captia 0.30 0.85 0.02
Life expectancy at birth,total 0.78 0.85 0.23
Per capita total expenditure on health 0.48 0.79 0.01
 Urban population of total 0.67 0.76 0.41
Human Development Index 0.62 0.75 0.11
Annual Population Growth -0.24 -0.13 0.82
Infant mortality rate -0.69 -0.30 -0.70

Fig1. Path Analysis Results for Tuberculosis  

       Model A                                          Model B
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